
各府省の取組において作成された
ロジックモデルの例（令和３年度上期）
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(注)各府省が令和３年度予算プロセス（令和４年度概算要求プロセス）において
EBPMに取り組んでいる事業のうち、ロジックモデルを政策効果の検証の事前検討に
活用した例を行政改革推進本部事務局においてまとめたものです。
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事業名：地方版総合戦略の推進必要な経費
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「製造所固有記号・機能性表示食品届出データベースの整備・運用」のロジックモデル

アウトプット
（活動目標・実績）

アウトカム
（成果目標・実績）

インプット
（資源）

インパクト
（国民・社会への

影響）

アクティビティ
（活動）

予算：
令和２年度

56百万円

令和元年度
47百万円

平成30年度
31百万円

※１ 令和２年度か
ら６年度までの
国庫債務負担
行為

※２ 新しいデータベ
ースを構築し、
令和３年度から
運用を開始する
ため、令和２年６
月に契約済

※３ 新しいデータベ
ースは令和３年
４月から稼働し、
運用を開始

①製造所固有記号
を用いて食品表示を
希望する事業者が
オンラインで届出手
続を行えるよう、届
出データベースを整
備・運用

②機能性表示食品
を販売したい事業者
がオンラインで届出
手続を行えるよう、
届出データベースを
整備・運用

システム稼働率
（目標99.5％以上）
・令和２年度

100％
・令和元年度

100％
・平成30年度

100％

食品を摂取する際の
消費者の安全性の
確保及び自主的か
つ合理的な食品の
選択の機会を確保
（事業者における届
出の効率化による制
度の適正な運用及
び適正な表示の確
保に加え、容器包装
上の食品表示よりも
さらに詳細を知りた
い消費者への情報
提供）

現状把握
・課題設定

①食品を摂取する際
の消費者の安全性
の確保及び自主的
かつ合理的な食品
の選択の機会を確
保するため、製造所
固有記号制度及び
機能性表示食品制
度について、事業者
がオンライン上で届
出手続を行うことを
可能とすることで、
制度を適正に運用
するとともに、②政
府方針である「デジ
タル・ガバメント実行
計画」におけるオン
ライン化促進へ対応
する必要がある。

・製造所固有記号の
登録件数
・令和２年度

105,092件
・令和元年度

92,355件
・平成30年度

46,601件

・機能性表示食品の
公表件数
・令和２年度

3,486件
・令和元年度

2,568件
・平成30年度

1,735件
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過疎地域振興対策ロジックモデル

アクティビティ（活動）

○ 過疎地域等における地域課題解決のための取組を支援。

（１）過疎地域持続的発展支援交付金による支援

① 過疎地域持続的発展支援事業
過疎市町村が実施する地域課題の解決のためのＩＣＴ等技術の活用事
業や地域社会を担う人材不足に対応するため都道府県・過疎市町村
が実施する地域人材育成事業を重点的に支援。

② 過疎地域集落再編整備事業
定住団地の造成や定住・移住者向けに空家の改修等を支援。

③ 過疎地域有休施設整備事業
廃校舎等の遊休施設を活用し実施する地域振興施設や地域間交流施
設等の整備を支援。

④ 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業
集落ネットワーク圏における日常生活機能の確保や地域産業の振興
の取組を支援。

（２）調査委託事業等
・有識者で構成される過疎問題懇談会において過疎問題に関する検討
を行うほか、過疎地域を対象とした調査を実施。
・全国過疎問題シンポジウムを開催し、課題の共有や優良事例の紹介（
表彰）等を行い、過疎団体の先進事例等を横展開。

アウトプット（活動目標）

（１）①実施団体が設定した活動目標の達成度（目標：100％）
②団地等整備率（目標：100％）
③施設整備率（目標：100％）
④実施団体が設定した活動目標の達成度（目標：100％）

（２）過疎対策の取組事例のPR（目標：毎年度実施）

インプット（資源）

【予算】令和 ４年度予算要求額： ８４５百万円

現状・課題

【現状】
○ 過疎地域は、食料、水及びエ
ネルギーの安定的な供給、多様
な文化の継承等の多面にわた
る機能を有しており、国土の多
様性を支えている。

○ 東京圏への人口の過度の集
中により大規模な災害、感染症
等による被害に関する危険の増
大等の問題が深刻化している中
、国土の均衡ある発展を図るた
め、一層重要な役割が期待され
る。

○ 一方、人口の減少、少子高
齢化の進展等、他の地域と比
較して厳しい社会経済情勢が
長期にわたり継続しており、地
域の活力が低下。

・人口増減率（H27／S45）：
過疎地域 △35.9％ 全国 ＋21.4％

・高齢者比率（S45→H27）：
過疎地域 9.8％→36.7％
全国 7.1％→26.6％

・若年者比率（S45→H27）：
過疎地域 20.9％→10.5％
全国 27.8％→14.6％

○ 議員立法として過疎地域の持
続的発展の支援に関する特別
措置法（令和３年４月１日施行）
が制定（全会一致により成立）。

【課題】
○ 地域経済の活性化、情報化、
交通の機能、医療体制、教育環
境の確保、集落の維持活性化、
農地等の適正管理などが課題。

○ とりわけ地域社会を担う人材
の確保が喫緊の課題。

アウトカム（成果目標）

インパクト（国民・社会への影響）

過疎地域の持続的発展（過疎地域におけ
る持続可能な地域社会の形成・地域資源等

を活用した地域活力のさらなる向上）の実現

・集落機能の維持（集落調査結果（R1
78.4%）の水準維持）

・過疎地域全体の人口減（社会減少率）
の改善（R12  0.58%以下）

【短期アウトカム（翌年度～）】

(１)①-1（実証事業）事業の実用化
①-2（実証事業以外）課題の解決

又は改善
②賃貸・分譲開始の翌年度以降の
計画的かつ安定的な入居

③施設供用開始後の計画的かつ
安定的な施設利用

④事業実施した集落ネットワーク圏での
取組の継続

(２)優良事例の共有

【長期アウトカム】

○ＩＣＴ等技術の活用による条件不利性の
改善（地域課題の解決のためのＩＣＴ等技
術を活用した事業を行う団体の拡大）

○地域社会を担う人材（地域人材のほか、
移住定住者や関係人口も含む）の確保（
人材育成事業を行う団体の拡大）

○集落ネットワーク（小さな拠点）形成数の
増加（R6 1,800箇所）

○過疎団体の先進事例等の横展開による
全国への波及
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事業名 高年齢労働者処遇改善促進助成金（レビュー番号：新03-0053）

課題

・ 令和７年度から新たに60歳となる労働者への同
給付の給付率が10％に縮小される（令和７年４
月１日施行）が、単に高年齢労働者への給付が
縮小するのであれば収入の減少につながり、高年齢
労働者の雇用の安定が損なわれるおそれがある。
（参考：令和元年度の高年齢雇用継続給付の受
給者数約57万人、支給総額179,256,039千
円）

・ したがって、令和７年度の施行に向けて、企業にお
ける高年齢労働者の処遇の改善にむけた取組を支
援する必要がある。

・現状分析

・ 現行の制度では、被保険者であった期間が５年以上
ある60歳以上65歳未満の労働者であって、60歳以
後の各月に支払われる賃金が原則として60歳時点の
賃金額の75％未満となった状態で雇用を継続する高
年齢者に対し、 65歳に達するまでの期間について、
60歳以後の各月の賃金の15％を支給している。

・ 一方、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律
（昭和46年法律第68号）による高年齢者雇用確
保措置の進展等を踏まえ、令和２年3月の雇用保険
法等の一部を改正する法律（令和２年法律第14
号）により、高年齢雇用継続給付の給付率を見直し、
令和７年度から新たに60歳となる労働者への同給付
の給付率が10％に縮小される（令和７年４月１日
施行）。

担当部局 職業安定局雇用保険課

事業概要【☑新規、□モデル、□大幅見直し】

○雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保を推進
する観点から60歳から64歳までの高年齢労働者の
処遇の改善に向けて取り組む事業主に対し支援す
る。
（助成内容）
当該事業所に雇用される労働者（申請対象期間の
初日において雇用されている者に限る。）に係る、賃
金規定等改定前後を比較した高年齢雇用継続給
付の減少額に、以下の助成率を乗じた額を助成
・ 大企業：２／３ 中小企業：４／５

※ 助成率は令和４年度までの率。令和５・６年度は、大企
業：１／２、中小企業：２／３とする予定。

※ ６か月に１度申請、最大４回（２年間）まで申請可能。２
回目以降も、初回の申請時に適用された助成率を適用。

※ 令和７年度には、助成率を大企業：１／３、中小企業：
１／２とし、申請回数も最大２回（１年間）までとし、同年度
限りで廃止する。

高齢者・
障害者・
若年者等
の雇用の
安定・促
進を図るこ
と（Ⅴ－

３－１）

令和３
年度予
算概算
要求額
4,829百
万円

【インプット】

60歳から64歳までの高
年齢労働者の処遇改
善に取り組む事業主に
対する助成

令和３年度：支給決定
件数、支給額、1450
件、3,219百万円

高年齢労働者の処遇改善
にむけた取組に積極的な
事業所の件数
令和３年度：賃金規定
等改定計画の認定件数
1,600件

賃金規定等改定計画に基
づき処遇改善された当該事
業所に雇用される60歳から
64歳までの高年齢労働者
数
令和６年度末累計：支給
決定を受けた事業所の対
象労働者数19万人

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【長期アウトカム】 【インパクト】
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事業名 ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 レビュー番号
2021-厚労-20-
0762-01

担当部局・課室
子ども家庭局家庭福祉課
母子家庭等自立支援室

課題

○ひとり親家庭の親の就業率（※１）、ひとり親
家庭の親の正規の職員・従業員の割合（※
２）を改善すること。

※１ 母子世帯：80.8％ 父子世帯：88.1％
※２ 母子世帯：44.4％ 父子世帯：69.4％

【出典：国勢調査（平成27年度）】

現状分析

○ひとり親世帯の親の就業状況と親の最終学歴の関係性
・就職している割合については、全体平均の割合よりも、
最終学歴が「中学校」の場合の割合の方が低い。
（※１）
・就業している場合の「正規の職員・従業員」の割合に
ついては、全体平均の割合よりも、最終学歴が「中学
校」の場合の割合の方が高い。（※２）

○ひとり親世帯の親の最終学歴別年間就労収入
・平均年間就労収入については、全体平均の額よりも、
最終学歴が「中学校」の場合の割合の方が低い。
（※３）

※１ 就業している割合
・母子家庭の母 全体平均：82.1％ 中学校：71.9％
・父子家庭の父 全体平均：86.3％ 中学校：78.4％

※２ 正規の職員・従業員の割合
・母子家庭の母 全体平均：44.3％ 中学校：21.1％
・父子家庭の父 全体平均：68.6％ 中学校：50.0％

※３ ひとり親世帯の親の最終学歴別年間就労収入
・母子家庭の母 全体平均：201万円 中学校：117万円
・父子家庭の父 全体平均：380万円 中学校：237万円

【出典：全国ひとり親世帯等調査（平成28年度）】

事業概要
【□新規 ✓既存 □モデル □大幅見直し】

○ひとり親家庭の親又は児童が高等学校卒業程度
認定試験合格のための講座を受講する場合に、そ
の費用の一部を支給する。

令和３年度
予算額
16,311百万
円の内数

【インプット】

○ひとり親家庭の親の学び直しを支援す
ることで、より良い条件での就職や転職、
大学や養成機関等での更なる訓練等を
通じたステップアップの可能性を広げること
で、正規雇用を中心とした就業につなげ
ていき、ひとり親家庭の中長期的な自立
を支援するため、高等学校卒業程度認
定試験合格のための講座を受講する場
合に、その費用の一部を支給する。

○また、ひとり親家庭の児童についても、
一般世帯に比べ進学率が低い等の課題
があることから、ひとり親家庭支援の一環
として本事業の対象とする。

○支給件数
令和３年度：119件
(令和４年度：163件)

○高等学校卒業程度
認定試験合格者数
令和３年度：53件
(令和４年度：73件)

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【長期アウトカム】 【インパクト】

ひとり親
家庭の自
立を図る
こと。

【長期アウトカムに関連する事業】
・母子家庭等就業・自立支援セ
ンター事業

・母子家庭自立支援給付金及
び父子家庭自立支援給付金
事業

・母子・父子自立支援プログラム
策定事業

○ひとり親家庭の親の
就業率、ひとり親家庭
の親の正規の職員・
従業員の割合の改善

15









課題

・新たに就業を希望する障害者及び
在職障害者並びに離職を余儀なくさ
れた障害者の職業能力の向上や早
期再就職を図る必要

・障害者職業能力開発校が設置さ
れていない地域など障害者の住む身
近な地域において職業能力開発機
会の拡充が必要

令和３年度予算額
1,757百万円

■令和元年度：
1,737百万円
■令和２年度：
1,906百万円

【インプット】

企業、社会福
祉法人、ＮＰ
Ｏ法人、民間
教育訓練機関
等に対しての多
様な委託訓練
先を活用し、障
害者に対する職
業訓練を実施

■令和元年度
受講者数 3,054人
■令和２年度
受講者数（2,517人)

(推計値)

■令和元年度
就職率 48.8％
■令和２年度
就職率 (50.2％)

(推計値)

委託訓練修了者の就
職率を2022年度まで
に55％とする（障害者
基本計画）

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【長期アウトカム】 【インパクト】

事業概要
【□新規 ☑既存 □モデル □大幅見直し】

求職障害者の障害の重度化・多様化が進み、より対
応の困難な障害者に対する手厚い支援が求められて
いる。このような状況の下、求職障害者の就職を実現
するための職業訓練の重要性が増していることから、国
が都道府県と訓練に係る委託契約を結び、都道府県
が事業の実施主体となり、企業、社会福祉法人、Ｎ
ＰＯ法人、民間教育訓練機関等の多様な委託訓練
先を活用し、障害者の住む身近な地域で訓練を実施
することにより、障害者の職業能力の向上を図る。

【障害者職業訓練関連施策】
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業能力開発勘定運営費交付金
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構職業能力開発勘定運営費交付金
障害者職業能力開発校運営委託費
障害者職業能力開発校設備等

現状分析

・障害者の新規求職申込件数（令和
元年度）
223,229件

・従業員規模５人以上の事業所に雇用
されている障害者数（平成30 年６月
１日現在）
82万1,000人（推計）

福祉か
ら自立
へ向け
た職業
キャリア
形成の
支援
等をす
ること

障害者の多様なニーズに対応した委託訓練のロジックモデル
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